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開議 午前 ９時５８分   

────────────────────────────────── 

◎開会宣告 

○議長（ ） おはようございます。 

ただいまから第２日目の会議を開きます。 

ただいま出席している議員は１６名であります。定足数に達しておりますので、直ちに

本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（ ） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により議長において指名いたします。 

４番木嶋議員、５番松壽議員、６番森本議員、以上３名を指名いたします。 

────────────────────────────────── 

◎委員会付託省略の議決 

○議長（ ） ここでお諮りします。 

提出されております日程第１２ 議案第２０号から日程第３５ 同意第３号までの２４

件については、会議規則第３９条第３項の規定に基づき、委員会の付託は省略したいと思

います。 

これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（ ） 異議なしと認めます。 

したがって、日程第１２ 議案第２０号から日程第３５ 同意第３号までの２４件につ

いては、委員会の付託は省略することに決定いたしました。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２ 議案第２号から日程第９ 議案第９号 

○議長（ ） 日程第２ 議案第２号平成３０年度別海町一般会計予算、日程第

３ 議案第３号平成３０年度別海町国民健康保険特別会計予算、日程第４ 議案第４号平

成３０年度別海町下水道事業特別会計予算、日程第５ 議案第５号平成３０年度別海町介

護サービス事業特別会計予算、日程第６ 議案第６号平成３０年度別海町介護保険特別会

計予算、日程第７ 議案第７号平成３０年度別海町後期高齢者医療特別会計予算、日程第

８ 議案第８号平成３０年度町立別海病院事業会計予算、日程第９ 議案第９号平成３０

年度別海町水道事業会計予算の８件については、一括議題といたします。 

内容について順次説明を求めますが、ここで説明者に申し上げます。 

この８件の新年度予算については、予算審査特別委員会を設置し、詳細な審査をしたい

と考えておりますので、内容については要点のみにとどめて説明願います。 

それでは、初めに議案第２号平成３０年度別海町一般会計予算の説明を求めます。 

総務部長。 

○総務部長（竹中 仁君） 議案第１号の内容説明をいたします。 

別冊の平成３０年度別海町一般会計予算書の１ページをお開きください。 

平成３０年度別海町一般会計予算。 

平成３０年度別海町一般会計予算は、次に定めるところによる。 
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第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１８５億５,０００万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

第２条、債務負担行為。 

地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間

及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

第３条、地方債。 

地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

第４条、一時借入金。 

地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、４０億

円と定める。 

２ページをお開き願います。 

「第１表 歳入歳出予算」で、初めに「歳入」です。 

１款町税、１項から５項で２４億１３２万７,０００円。 

２款地方譲与税、１項と２項で３億７,９００万円。 

３款利子割交付金、１項で５００万円。 

４款配当割交付金、１項で５００万円。 

５款株式等譲渡所得割交付金、１項で３００万円。 

６款地方消費税交付金、１項で２億９,９００万円。 

７款自動車取得税交付金、１項で８,０００万円。 

８款国有提供施設等所在市町村助成交付金、１項で３,７３９万５,０００円。 

９款地方特例交付金、１項で５２０万円。 

１０款地方交付税、１項で６１億７,０００万円。 

１１款交通安全対策特別交付金、１項で３６９万円。 

１２款分担金及び負担金、１項と２項で２億８,９４５万７,０００円。 

１３款使用料及び手数料、１項から３項で２億６,６１９万９,０００円。 

１４款国庫支出金、１項から３項で２５億３,２１０万４,０００円。 

１５款道支出金、１項から３項で１５億８,０４７万１,０００円。 

１６款財産収入、１項と２項で６,１３７万９,０００円。 

１７款寄附金、１項で１億５,０１０万円。 

１８款繰入金、１項で１５億４,９９７万５,０００円。 

１９款繰越金、１項で１,０００万円。 

２０款諸収入は、４ページまでわたりますが、１項から５項で５億３,５１０万    

３,０００円。 

４ページにまいります。 

２１款町債、１項で２１億８,６６０万円。 

歳入合計で１８５億５,０００万円とするものです。 

次に、５ページの「歳出」です。 

１款議会費、１項で８,９６９万６,０００円。 

２款総務費、１項から６項で１５億６,３８６万５,０００円。 
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３款民生費、１項と２項で２７億５,５７２万４,０００円。 

４款衛生費、１項から３項で１６億５２２万９,０００円。 

５款労働費、１項で９７万６,０００円。 

６款農林水産業費、１項から４項で３２億２,３１４万１,０００円。 

７款商工費、１項で２億８,２８０万４,０００円。 

８款土木費は、６ページまで続きまして、１項から５項、１８億３,４９４万２,０００

円。 

６ページに進みます。 

９款消防費、１項で６億６,６８５万５,０００円。 

１０款教育費、１項から６項で２４億６,２８３万３,０００円。 

１１款災害復旧費、１項で１６万円。 

１２款公債費、１項で１７億５,５７６万６,０００円。 

１３款給与費、１項で２２億７,８００万９,０００円。 

１４款予備費、１項で３,０００万円。 

以上、歳出合計で１８５億５,０００万円とするものです。 

次に、７ページの「第２表 債務負担行為」です。 

全部で３件。 

１件目は「地域生活バス購入」。 

期間は「平成３１年度」で、限度額は「２,９２４万１,０００円」。 

２件目、「民生安定施設（農業用施設）設置助成事業により整備される哺育・預託センタ

ー建設事業費の補助に伴う債務負担」。 

期間は「平成３１年度」で、限度額は「５億８,９６１万６,０００円」。 

３件目、「学校給食センター改築工事」。 

期間が「平成３１年度」で、限度額は「７億３,６７８万３,０００円」です。 

 次に、「第３表 地方債」です。 

１件ごとの説明は省略させていただきますが、１件目の「省エネ防犯灯整備事業」から

９ページまでお進みいただきまして、９ページ、下から３段目、「学校給食センター改築事

業」まで、４２の事業と次の段の「臨時財政対策債」を合わせた合計で、限度額は「２１

億８,６６０万円」となります。 

 起債の方法は「普通貸借又は証券発行」。 

利率は「３．０％以内（ただし、利率見直し方式で借入れし、利率の見直しを行った後

においては当該見直し後の利率）」。 

償還の方法ですが、「公的資金については、その融資条件により、その他の場合にはその

債権者と協定する。ただし、町財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮し、又は繰

上償還もしくは低利に借換えすることができる。」とするものです。 

次の１１ページからの「歳入歳出予算事項別明細書」の説明は、全て省略をさせていた

だきます。 

２４３ページをお開きください。 

２４３ページからは「給与費明細書」です。 

１の「特別職」ですが、表の１番下、前年度当初との比較の欄で御説明いたします。 

まず「長等」ですが、給与費の期末手当で０.１カ月分、２４万６,０００円の増。 

共済費で３４万円の増。 



 － 9 － 

合計で５８万６,０００円の増となります。 

「議員」は、給与費の期末手当で０.１カ月分、４２万８,０００円の増。 

共済費では、６３万４,０００円の減。 

合計で２０万６,０００円の減です。 

「その他の特別職」は、職員数が５７名の増。 

報酬が、２７０万４,０００円の増。 

合計も同じく２７０万４,０００円の増です。 

比較欄の合計では、職員数が５７名の増。 

報酬が、２７０万４,０００円の増。 

期末手当が、６７万４,０００円の増。 

給与費計で３３７万８,０００円の増。 

共済費が、２９万４,０００円の減で、合計３０８万４,０００円の増となります。 

次に、２４４ページをお開きください。 

２４４ページは、２で「一般職」です。 

（１）の「総括」で、こちらも比較の欄で御説明いたします。 

職員数は、６名の増。 

上段の括弧内は、再任用短時間勤務職員の人数を示しますが、対象職員はおりません。 

給与費の給料は、１,１６０万円の増。 

職員手当は、１,８１４万円の増。 

給与費計で２,９７４万円の増。 

共済費は、２２８万円の増で、合計３,２０２万円の増となるものです。 

その下の表、「職員手当の内訳」、続いて２４５ページの「（２）給料及び職員手当の増減

額の明細」、続けて２４６ページから２４９ページまで記載の「（３）給料及び職員手当の

状況」の説明は省略をさせていただきます。 

２５０ページをお開き願います。 

２５０ページからは「債務負担行為の支出予定額等に関する調書」です。 

こちらも１件ずつの説明は省略をさせていただきますが、１件目の「別海町酪農工場機

器整備」から始まりまして２６０ページまで続きます。 

２６０ページをお開きいただきまして、下から２段目、「公の施設に係る指定管理者に対

する委託料」（別海町総合スポーツセンター各施設）まで全部で７５件、債務負担行為限度

額の合計で「６０億１,８７４万６,０００円」。 

前年度、平成２９年度末までの支出見込額が「１６億８,１７０万３,０００円」。 

当該年度、平成３０年度以降の支出予定額につきましては「１１億２,５７４万    

３,０００円」で、この欄、上段の括弧内「３億７,６０６万１,０００円」は、平成３０年

度分の支出予定額となります。 

なお、右の表には、平成３０年度以降支出予定額にかかわる財源内訳を記載しておりま

す。 

最後に、２６１ページになります。 

「地方債に関する調書」です。 

こちらもそれぞれの区分の説明は省略をさせていただきます。 

１の「公共事業等債」から１５「都道府県貸付金」までの合計で申し上げます。 

表の１番下になりますが、平成２８年度末現在高は「１５８億１,９４８万３,０００円」。 
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平成２９年度末現在高見込み額が「１５９億２,９０６万６,０００円」。 

これに平成３０年度中増減見込み額で、平成３０年度中の起債見込み額は「２１億   

８,６６０万円」。 

平成３０年度中の元金償還見込み額は「１６億４,４１７万円」。 

よって、平成３０年度末現在高見込み額は「１６４億７,１４９万６,０００円」となる

ものです。 

以上で議案第２号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 次に、議案第３号平成３０年度別海町国民健康保険特別会計予算、

議案第５号平成３０年度別海町介護サービス事業特別会計予算、議案第６号平成３０年度

別海町介護保険特別会計予算、議案第７号平成３０年度別海町後期高齢者医療特別会計予

算の４件について順次説明を求めます。 

福祉部長。 

○福祉部長（河嶋田鶴枝君） 議案第３号及び第５号から第７号までの福祉部関係特別会

計４件について続けて説明させていただきます。 

初めに、議案第３号平成３０年度別海町国民健康保険特別会計の内容を説明します。 

別冊の予算書をごらん願います。 

国民健康保険の運営は、制度改正により、本年度から財政運営主体が道に移行し、町と

の共同運営となります。 

新制度では、道が財政運営の中心的な役割を担うこととなり、保険給付に必要な費用は、

保険給付費等交付金として全額道から町に交付されます。 

また、町は道に対し、全道統一の算定方法に基づき示された負担金「国保事業費納付金」

を支払うこととなります。 

本予算から新年度に対応した予算科目の見直しを行っております。 

なお、国保事業費納付金の主な財源は税となりますが、新制度における本町の税率につ

いては、道が示した標準税率を参考に特別交付金や直近の被保険者数、所得状況を勘案し、

検討した結果、今後、所得等に大きな変動がなければ、税率改正を行わなくとも必要な税

額を確保できると見込み、予算を編成しています。 

それでは、予算書１ページをお開きください。 

平成３０年度別海町国民健康保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２６億６,５００万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

第２条、一時借入金。 

地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、   

５,０００万円と定める。 

２ページをお開きください。 

「第１表 歳入歳出予算」。 

款の金額で説明します。 

まず、「歳入」です。 

１款国民健康保険税、１項で１０億６８３万５,０００円。 

２款道支出金、１項で１４億９,１６９万円。 
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３款財産収入、１項で１万２,０００円。 

４款繰入金、１項で１億６,５９０万２,０００円。 

５款繰越金、１項で１万円。 

６款諸収入、１項と２項で５５万１,０００円。 

歳入合計で２６億６,５００万円とするものです。 

次に、３ページ、「歳出」です。 

１款総務費、１項から４項で２,７６５万９,０００円。 

２款保険給付費、１項で１３億９,８９９万円。 

３款国民健康保険事業費納付金、１項で１１億８,３７０万４,０００円。 

４款共同事業拠出金、１項で１万円。 

５款保健事業費、１項と２項で１,４４７万８,０００円。 

６款基金積立金、１項で１万２,０００円。 

７款諸支出金、１項で３,５１４万７,０００円。 

８款予備費、１項で５００万円。 

歳出合計で２６億６,５００万円とするものです。 

５ページから２８ページまでの「歳入歳出予算事項別明細書」の説明は省略させていた

だきます。 

次に、２９ページをお開きください。 

こちらは「給与費明細書」です。 

１の「特別職」で、別海町国民健康保険運営協議会委員に係る報酬となります。 

本年度、「その他特別職」、職員数は７人で、報酬は３２万７,０００円です。 

表の１番下、比較で、前年度からの増減はございません。 

以上で議案第３号の内容説明を終わります。 

次に、議案第５号平成３０年度別海町介護サービス事業特別会計の内容を説明いたしま

す。 

別冊予算書１ページをお開きください。 

平成３０年度別海町介護サービス事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４億８,５１０万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

２ページをお開きください。 

「第１表 歳入歳出予算」。 

まず、「歳入」です。 

１款介護サービス費、１項で１億３,９８８万円。 

２款使用料及び手数料、１項と２項で３,８３０万７,０００円。 

３款財産収入、１項で３３万２,０００円。 

４款繰入金、１項で３億５５０万円。 

５款繰越金、１項で１万円。 

６款諸収入、１項で１０７万１,０００円。 

歳入合計で４億８,５１０万円とするものです。 

次に、「歳出」です。 
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１款介護サービス事業費、１項で１億２,７４８万円。 

２款公債費、１項で５,８４３万８,０００円。 

３款給与費、１項で２億９,６１８万２,０００円。 

４款予備費、１項で３００万円。 

歳出合計で４億８,５１０万円とするものです。 

こちらも３ページから１８ページまでの「歳入歳出予算事項別明細書」の説明は省略さ

せていただきます。 

次に、１９ページをお開きください。 

こちらは「給与費明細書」です。 

「１一般職」、「（１）総括」です。 

１番下の比較の欄で御説明します。 

職員数は、新規採用で１名の増。 

上段括弧は、再任用短時間勤務職員で１名の減です。 

給与費は、給料で６８５万４,０００円の増。 

職員手当が、３７４万９,０００円の増。 

給与費計では、１,０６０万３,０００円の増。 

次に、共済費は、３８６万４,０００円の増。 

合計では、１,４４６万７,０００円の増となるものです。 

下の表、職員手当の内訳と２０ページから２４ページまでの明細等については、説明を

省略させていただきます。 

次に、２５ページをお開きください。 

こちらは「地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における

現在高の見込みに関する調書」です。 

「病院事業」で、平成２８年度末現在高は「５億３,７９４万２,０００円」。 

平成２９年度末現在高見込額は「４億９,０４３万４,０００円」。 

平成３０年度中増減見込みは、平成３０年度中元金償還見込額「４,８５０万円」を予定

し、平成３０年度末現在高見込額が「４億４,１９３万４,０００円」となるものです。 

なお、事業の内容は、老人保健施設、訪問看護ステーション医師及び医療技術職員住宅

の建設に係るものとなります。 

以上で議案第５号の内容説明を終わります。 

続きまして、議案第６号平成３０年度別海町介護保険特別会計予算の内容を説明いたし

ます。 

別冊予算書の１ページをお開きください。 

平成３０年度別海町介護保険特別会計予算は、次に定めるところによる。 

第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１億１,１９０万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

３ページをお開きください。 

「第１表 歳入歳出予算」で、まず、「歳入」です。 

１款保険料、１項で２億３,５６０万１,０００円。 

２款分担金及び負担金、１項で１２７万４,０００円。 



 － 13 － 

３款国庫支出金、１項と２項で２億４,３２９万６,０００円。 

４款支払基金交付金、１項で３億１７５万１,０００円。 

５款道支出金、１項と２項で１億６,０９７万７,０００円。 

６款財産収入、１項で２万８,０００円。 

７款繰入金、１項と２項で１億６,７８５万６,０００円。 

８款繰越金、１項で１万円。 

９款諸収入、１項と２項で１１０万７,０００円。 

歳入合計で１１億１,１９０万円とするものです。 

４ページをお開きください。 

「歳出」です。 

１款総務費、１項から３項で１,７１６万７,０００円。 

２款保険給付費、１項で１０億２,５６０万円。 

３款地域支援事業費、１項から３項で６,５７０万５,０００円。 

４款基金積立金、１項で２万８,０００円。 

５款諸支出金、１項で４０万円。 

６款予備費、１項で３００万円。 

歳出合計で１１億１,１９０万円とするものです。 

こちらも５ページから２２ページまでの「歳入歳出予算事項別明細書」の説明は省略さ

せていただきます。 

次に、２３ページをお開きください。 

こちらは「給与費明細書」です。 

「１特別職」で、介護認定審査委員４名と高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策

定委員１０名に係る報酬です。 

本年度、「その他の特別職」の職員数は１４人。 

報酬は「１０３万４,０００円」となります。 

表の１番下、前年度との比較は、人数の増減はありませんが、第７期の計画策定が終了

することによる策定委員会開催回数の減により報酬が１４万３,０００円減となるもので

す。 

以上で議案第６号の内容説明を終わります。 

次に、議案第７号平成３０年度別海町後期高齢者医療特別会計予算の内容を説明いたし

ます。 

予算書の１ページをお開きください。 

平成３０年度別海町後期高齢者医療特別会計予算は、次に定めるところによる。 

第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億６,８４０万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

２ページをお開きください。 

「第１表 歳入歳出予算」で、まず、「歳入」です。 

１款後期高齢者医療保険料、１項で１億１,２４７万２,０００円。 

２款国庫支出金、１項で２０万６,０００円。 

３款繰入金、１項で５,５５０万１,０００円。 
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４款繰越金、１項で１,０００円。 

５款諸収入、１項と２項で２２万円。 

歳入合計で１億６,８４０万円とするものです。 

次に、３ページ、「歳出」です。 

１款総務費、１項と２項で１６６万３,０００円。 

２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項で１億６,３５２万７,０００円。 

３款諸支出金、１項で２１万円。 

４款予備費、１項で３００万円。 

歳出合計で１億６,８４０万円とするものです。 

こちらも次ページ以降の「歳入歳出予算事項別明細書」の説明は省略させていただきま

す。 

 以上で議案第７号の説明を終わります。 

○議長（ ） 次に、議案第４号平成３０年度別海町下水道事業特別会計予算、

議案第９号平成３０年度別海町水道事業会計予算の２件について順次説明を求めます。 

建設水道部長。 

○建設水道部長（宮越正人君） それでは、まず、議案第４号の内容説明をいたします。 

別冊の平成３０年度別海町下水道事業特別会計予算書を御用意願います。 

１ページをお開きください。 

議案第４号平成３０年度別海町下水道事業特別会計予算です。 

平成３０年度別海町下水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

第１条、歳入歳出予算。 

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９億２,４４０万円と定める。 

２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。 

第２条、継続費。 

地方自治法第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 

継続費」による。 

第３条、債務負担行為。 

地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間

及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

第４条、地方債。 

地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」による。 

２ページをお開きください。 

「第１表 歳入歳出予算」です。 

款の金額で申し上げます。 

初めに、「歳入」です。 

１款分担金及び負担金、１項で１３４万２,０００円。 

２款使用料及び手数料、１項と２項で１億４,９９１万３,０００円。 

３款国庫支出金、１項で２億５,１５０万円。 

４款繰入金、１項で２億９,３６３万５,０００円。 

５款繰越金、１項で１万円。 
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６款諸収入、１項で７０万円。 

７款町債、１項で２億２,７３０万円。 

歳入合計で９億２,４４０万円とするものです。 

次に、３ページ、「歳出」です。 

１款総務費、１項で１,８４５万６,０００円。 

２款下水道施設費、１項で３億６,８４９万円。 

３款集落排水施設費で、１項と２項で２億９,３８３万３,０００円。 

４款公債費、１項で２億１,９７６万６,０００円。 

５款給与費、１項で２,０８５万５,０００円。 

６款予備費、１項で３００万円。 

歳出合計で９億２,４４０万円とするものです。 

４ページをお開きください。 

第２表は、「継続費」です。 

１款１項ともに下水道施設費です。 

事業名は「特定環境保全公共下水道事業」です。 

総額は「４億２,４１０万円」。 

年割額は、「平成３０年度」が「１億２,８４０万円」、「平成３１年度」が「２億      

９,５７０万円」とするものです。 

次に、「第３表 債務負担行為」です。 

負担事項の１件目は「平成３０年度水洗便所改造等資金融資による金融機関に対する損

失補償」です。 

これは、貸し付けした資金を返済できないケースが出た場合に、その損失を補償するも

のです。 

期間は「平成３０年度から平成３５年度まで」。 

限度額は「２１０万円」です。 

続いて、２件目は「別海町水洗便所改造資金融資条例に基づく金融機関に対する負担」

でございます。 

これは、平成３０年度融資分に対する利子補給です。 

期間は「平成３１年度から平成３５年度まで」で、限度額は「１万円」です。 

次に、５ページです。 

「第４表 地方債」です。 

起債の目的、３件ございます。 

まず、１件目でございますが、「特定環境保全公共下水道事業」、限度額「１億１,７３０

万円」。 

次に、「農業集落排水事業」、限度額は「８,０００万円」。 

３番目は「漁業集落排水事業」、限度額は「３,０００万円」。 

合計限度額は「２億２,７３０万円」でございます。 

起債の方法は「普通貸借」。 

利率は「３．０％以内」。 

償還の方法は、記載のとおりですので省略をさせていただきます。 

次の７ページから、「歳入歳出予算事項別明細書」については省略をいたします。 

次に、１９ページをお開きください。 
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「給与費明細書」です。 

１の「一般職」です。 

（１）は「総括」でございますが、上の表の下段、今年度と前年度の比較の欄で御説明

をいたします。 

まず、職員数に増減はございません。 

給与費の給料は、４７万７,０００円の減。 

職員手当は、１９万８,０００円の増。 

給与費計で２７万９,０００円の減。 

共済費は、３７万３,０００円の減。 

合計で６５万２,０００円の減で、本年度の給与費は、２,０８５万５,０００円となる予

定です。 

以下、２１ページまでの「職員手当の内訳」、（２）の「給料及び職員手当の増減額の明

細」及び（３）の「給料及び職員手当の状況」につきましては説明を省略させていただき

ます。 

２２ページをお開きください。 

「継続費についての前前年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の見込

み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書」です。 

計の欄で御説明をいたします。 

まず、款項ともに「下水道施設費」となります。 

事業名は「特定環境保全公共下水道事業」です。 

全体計画事業費でございますが「４億２,４１０万円」。 

うち平成３０年度支出予定額が「１億２,８４０万円」。 

平成３１年度以降の支出予定額が「２億９,５７０万円」。 

継続費の総額に対する進捗率は、平成３０年度で「３０.３％」となる予定でございます。 

次に、２３ページです。 

「地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の

見込みに関する調書」です。 

区分欄の「下水道事業債（一般分）」と「臨時財政特例債」の合計で申し上げます。 

まず、平成２８年度末の現在高、二つ合わせて「１４億８,８６４万６,０００円」。 

平成２９年度末の現在高見込額は「１３億５,７６９万４,０００円」です。 

次に、平成３０年度中増減見込みでは、平成３０年度中起債見込額が「２億２,７３０万

円」。 

平成３０年度中元金償還の見込額が「１億９,２２４万１,０００円」。 

最後に、平成３０年度末現在高見込額は「１３億９,２７５万３,０００円」となります。 

以上で議案第４号の内容説明を終わります。 

引き続き、議案第９号の内容説明をさせていただきます。 

別冊の平成３０年度別海町水道事業会計予算書の１ページをお開きください。 

議案第９号平成３０年度別海町水道事業会計予算です。 

第１条、総則。 

平成３０年度別海町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

第２条、業務の予定量。 

業務の予定量を、次のとおりとする。 
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（１）は給水件数、７,１９１件です。 

（２）で年間総給水量、５１５万５,７６８立方メートル。 

（３）は１日平均給水量、１万４,１２５立方メートルとしております。 

第３条、収益的収入及び支出でございます。 

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収入。 

第１款水道事業収益、第１項と第２項合わせて１０億３,９０３万４,０００円。 

支出は、第１款水道事業費用、第１項から第３項まで合わせて８億３,６７５万    

７,０００円。 

第４条、資本的収入及び支出。 

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に

対して不足する額４億５,４９７万７,０００円は、減債積立金１億４,９７０万７,０００

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３,４０１万９,０００円、過年度分

損益勘定留保資金２億７,１２５万１,０００円で補てんするものとする。） 

収入は、第１款資本的収入、第１項と第２項合わせて１億６,７４０万円。 

支出が、第１款資本的支出、第１項から第３項合わせて６億２,２３７万７,０００円で

ございます。 

２ページをお開きください。 

第５条、企業債です。 

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的「国営環境保全型かんがい排水事業」で、限度額は「１億５,６４０万円」。 

起債の方法は「証書借入」。 

利率は「３．０％以内」です。 

償還の方法は、記載のとおりですので省略をさせていただきます。 

第６条、一時借入金。 

一時借入金の限度額は、５,０００万円と定める。 

第７条、予定支出の各項の経費の金額の流用。 

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

決算により消費税及び地方消費税予算に不足が生じた場合、その充当のため項間の流用

ができるものとする。 

次に、第８条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費。 

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費、５,０４４万８,０００円。 

（２）は交際費、５万円としております。 

第９条、たな卸資産購入限度額です。 

たな卸資産の購入限度額は、４,８５１万４,０００円と定める。 

３ページからの「予算実施計画」及び５ページからの「予算実施計画書」の説明は省略

をさせていただきます。 

次に、１２ページをお開きください。 

「平成３０年度別海町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）」でございます。 

この計算書は、実際の収入から支出を差し引いて、手元に残る現金預金の流れを表した
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ものでございます。 

説明は、各区分ごとの差引合計額で申し上げます。 

まず、１番目でございますが「業務活動によるキャッシュ・フロー」。 

差引合計で３億８,５９３万５,０００円のプラス。 

２といたしまして「投資活動によるキャッシュ・フロー」。 

差引合計で４億２,７６５万１,０００円のマイナス。 

３は「財務活動によるキャッシュ・フロー」。 

差引合計で６６９万３,０００円のプラス。 

３区分合計で「資金増減額」、３,５０２万３,０００円のマイナスとなります。 

よって、最下段の「資金期末残高」は、２３億３,４４１万７,０００円となる予定でご

ざいます。 

次に、１３ページ、「給与費明細書」です。 

１の「総括」。 

上の表の下段、比較の欄の合計で申し上げます。 

職員数は、損益勘定支弁職員２名の減。 

給与費は、給料で７０７万４,０００円の減。 

手当で２９８万円の減。 

給与費計は、１,００５万４,０００円の減となります。 

法定福利費が、３４０万９,０００円の減。 

合計で１,３４６万３,０００円の減で、本年度合計５,０４４万８,０００円となる予定

でございます。 

以下、１５ページまでの「手当の内訳」、２の「給料及び手当の増減額の明細」及び３の

「給料及び手当の状況」につきましては説明を省略させていただきます。 

続いて、１６ページをお開きください。 

「債務負担行為に関する調書」でございます。 

負担事項は「財務省用地賃貸料」。 

限度額は「１万４,０００円」です。 

平成３０年度以降の支払義務発生予定額は、「平成３０年度」の期間で、前年同様の  

「７,０００円」でございます。 

以下、２０ページまでの「別海町水道事業予定損益計算書」、「予定貸借対照表」及び「注

記表」につきましては説明を省略させていただきます。 

以上で議案第９号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 次に、議案第８号平成３０年度町立別海病院事業会計予算の説明

を求めます。 

病院事務長。 

○病院事務長（大槻祐二君） それでは、議案第８号の内容説明をいたします。 

お手元の平成３０年度町立別海病院事業会計予算書の１ページをお開き願います。 

平成３０年度町立別海病院事業会計予算。 

第１条、総則。 

平成３０年度町立別海病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

第２条、業務の予定量。 

業務の予定量は、次のとおりとする。 
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１項病床数、８４床。 

１号一般病床、８３床。 

２号未熟児室、１床。 

２項年間患者数、１０万１,８６３人。 

１号入院、２万４,４５５人。 

２号外来、７万７,４０８人。 

３項一日平均患者数、３８７人。 

１号入院、６７人。 

２号外来、３２０人。 

４項主要な建設改良事業。 

院内総合情報システム整備事業、事業費で１億６,５８８万５,０００円。 

医療機械器具購入事業、５,０１４万円。 

西春別駅前診療所施設整備事業、２５０万円。 

町立別海病院増改築事業、１,００５万６,０００円とする。 

第３条、収益的収入及び支出。 

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収入です。 

第１款病院事業収益、１項から３項で２１億５,９１３万円。 

支出。 

第１款病院事業費用で、１項から４項で２３億４,３１８万７,０００円。 

２ページをお開きください。 

第４条、資本的収入及び支出。 

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額６,２４２万４,０００円は過年度分損益勘定留保資金６,２４２万   

４,０００円で補てんするものとする。）。 

収入です。 

第１款資本的収入、１項と２項で２億９,８０６万３,０００円。 

支出です。 

第１款資本的支出、１項と２項で３億６,０４８万７,０００円。 

第５条、企業債。 

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的、「院内総合情報システム整備事業」、限度額、「１億６,５００万円」。 

同じく起債の目的、「医療機械器具購入事業」、「５,０１０万円」。 

「西春別駅前診療所施設整備事業」、「２５０万円」。 

「町立別海病院増改築事業」、「１,０００万円」。 

起債の方法は、いずれも「証書借入」。 

利率は、いずれも「３．０％以内」。 

償還方法は、いずれも「借入先の融資条件による。ただし、企業財政その他の都合によ

り繰上償還又は、低利に借り換えることができる。」。 

第６条、一時借入金。 

一時借入金の限度額は、５,０００万円と定める。 

第７条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費。 
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次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

１号職員給与費、１３億４,４２４万４,０００円。 

２号交際費、１３０万円。 

第８条、他会計からの補助金。 

次に掲げる事由により、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、次のとおりと定

める。 

１号医師及び看護師等の研究研修に要する経費、４２６万８,０００円。 

２号病院事業職員の基礎年金拠出金に係る公的負担に要する経費、２,３２８万    

１,０００円。 

３号病院事業職員の追加費用負担金に要する経費、１,１００万円。 

４号児童手当に要する経費、６１０万円。 

５号院内保育所に要する経費、１,８１３万２,０００円。 

６号医師の派遣をうけることに要する経費、４,２６６万２,０００円。 

第９条、たな卸資産の購入限度額。 

たな卸資産の購入限度額は、２億５,９００万円と定める。 

第１０条、重要な資産の取得。 

重要な資産の取得は、次のとおりとする。 

種類、器械備品。 

名称、スピード低温滅菌システム等。 

数量、一式。 

第１１条、予定支出の各項の経費の金額の流用。 

予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。 

決算により消費税及び地方消費税予算に不足が生じた場合、その充当のため項間の流用

が出来るものとする。 

５ページからの「予算実施計画」及び８ページから「予算実施計画説明書」は省略をさ

せていただき、１５ページをお開きください。 

「平成３０年度町立別海病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）」です。 

この計算書は、実際の収入から支出を差し引いて、手元に残る現金預金の流れを表した

ものです。 

説明は、各区分ごとの差引合計で申し上げます。 

一つ目の「業務活動によるキャッシュ・フロー」。 

下段の差引合計で１００万２,０００円のマイナス。 

「２ 投資活動によるキャッシュ・フロー」。 

差引合計で２億３,４７０万５,０００円のマイナス。 

右側に移りまして、３番「財務活動によるキャッシュ・フロー」。 

差引合計で１億７,６３２万２,０００円のプラスとなります。 

区分合計での「資金増加額」は、右下下段、下から３段目で５,９３８万５,０００円の

マイナスとなりまして、最下段にあります「資金期末残高」の予定額は、７,８４０万   

９,０００円となる見込みでございます。 

続きまして、１６ページお願いいたします。 

「給与費明細書」です。 
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「１．総括」の下段、比較の合計欄で申し上げます。 

職員数、増減はございません。 

給与費。 

給料、１,２０５万８,０００円の増。 

報酬・賃金、４,０４５万８,０００円の減。 

手当、４,１５９万４,０００円の減。 

給与計で６,９９９万４,０００円の減となります。 

法定福利費、２,４２２万３,０００円の増。 

合計で４,５７７万１,０００円の減となり、本年度合計で１３億４,４２４万４,０００

円の予定となってございます。 

以下、２１ページまでの「手当の内訳」、「給料及び手当の増減額の明細」、「給料及び手

当の状況」及び２５ページまでの「町立別海病院事業予定損益計算書」、「予定貸借対照表」

と「注記表」につきましては説明を省略させていただきます。 

以上で議案第８号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 以上で議案第２号から議案第９号までの平成３０年度別海町各会

計予算の８件について、内容説明が終わりました。 

ここでお諮りします。 

平成３０年度別海町各会計予算の８件については、全員をもって構成する予算審査特別

委員会を設置して、これに付託の上、審査することにしたいと思います。 

これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（ ） 異議なしと認めます。 

したがって、議案第２号から議案第９号までの８件については、全員をもって構成する

予算審査特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することに決定しました。 

なお、特別委員会の名称は平成３０年度別海町各会計予算審査特別委員会とします。 

次に、委員長及び副委員長の選出については、さきの議会運営委員会において、先例に

基づき候補者が選考されております。 

お諮りします。 

委員長及び副委員長の選出については、議会運営委員会での選考に基づき、委員長に９

番沓澤議員、副委員長に６番森本議員とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（ ） 異議なしと認めます。 

したがって、平成３０年度別海町各会計予算審査特別委員会の委員長に９番沓澤議員、

副委員長に６番森本議員と決定いたしました。 

お諮りします。 

ただいま、全員による平成３０年度別海町各会計予算審査特別委員会が設置されました

ので、本会議での質疑は、省略したいと思います。 

これに御異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長（ ） 異議なしと認めます。 

したがって、本会議での質疑は、省略することに決定いたしました。 

ここで会議を１０分間休憩いたします。 
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午前１１時０５分 休憩 

────────────── 

午前１１時１４分 再開 

○議長（ ） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議案第１８号 

○議長（ ） 日程第１０ 議案第１８号別海町指定居宅介護支援等の事業の人

員及び運営に関する基準等を定める条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

福祉部長。 

○福祉部長（河嶋田鶴枝君） 議案第１８号別海町指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準等を定める条例の制定について説明いたします。 

議案１７ページをお開きください。 

本条例の制定は、平成２６年度に交付された地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備に関する法律第６条の規定による介護保険法の改正によ

り、指定居宅介護支援事業者の指定等の事務は、平成３０年４月１日以降、市町村が実施

することとされました。 

これに伴い、指定居宅介護支援事業所の基準等を、現在、道の条例で定められている事

項を町条例で定めるものです。 

議案本文の朗読は省略させていただき、議案資料にて説明いたします。 

議案資料１ページをお開きください。 

１の「条例の趣旨・経緯」につきましては、ただいま冒頭で申し上げましたとおり、介

護保険法の改正に伴い、町条例で指定居宅介護支援事業所の基準等を定めるものです。 

次に、２の「条例の委任事項」は３点で、１点目、指定居宅介護支援事業者の指定の申

請者の資格。 

２点目、指定居宅支援の事業の人員及び運営に関する基準。 

３点目、基準該当居宅介護支援の事業人員及び運営に関する基準となります。 

続いて、３の「基準類型」とは、市町村は、条例の策定に当たりまして、国の基準に基

づき定める必要があります。 

基準類型には、「従うべき基準」と「参酌すべき基準」とがあります。 

「従うべき基準」とは、条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない

基準であり、当該基準に従う範囲で地域の実情に応じた内容を定める条例は許容されるも

のの、異なる内容を定めることは、許されないものを言います。 

「参酌すべき基準」とは、地方自治体が、十分参酌した結果としてであれば、地域の実

情に応じて異なる内容を定めることが許容されるものです。 

次に、居宅介護支援事業所についてですが、サービスの内容は、在宅の要介護者につい

てのケアマネジメントです。 

要介護者が、居宅サービスや地域密着型サービス及び必要な保健医療・福祉サービスの

適切な利用ができるよう居宅サービス計画を作成するとともに、計画に基づくサービス提

供が確保されるようにサービス事業者等との連絡調整を行い、介護保険施設等への入所が

必要な場合は、紹介等を行う事業所です。 

町内における事業所は、皆様御承知のとおり、役場庁舎１階、居宅介護支援事業所のほ
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か、ケアサポート社協など３カ所の事業所が指定を受けています。 

次に、２ページ、４の「条例の内容」についてです。 

条例の規定内容を「主な規定項目」、「省令で示された内容と基準類型との関係」で示し

た表となります。 

「主な規定項目」で説明いたします。 

本条例は６章からなり、まず、「第１章 総則」は、法の規定に基づき基準について定め

るという趣旨となります。 

「第２章 指定居宅介護支援事業者の指定」では、指定に係る申請要件の規定で、要件

は法人となります。 

「第３章 指定居宅介護支援の事業の基本方針」では、利用者の自立した日常生活を営

むことなどの配慮など、利用者に対する方針や各事業者及び介護保険施設等との連携に努

めることを規定しています。 

「第４章 指定居宅介護支援の事業の人員に関する基準」は、従業者の員数、管理者の

基準の規定です。 

「第５章 指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準」では、基準類型の従うべき基

準と参酌すべき基準に分け、記載しています。 

主な規定内容は、サービスの供用開始に際し、その内容及び手続の説明及び同意や提供

拒否の禁止。 

指定居宅介護支援の具体的取扱方針のほか、サービス提供困難時の対応、受給資格等の

確認など、３ページの中段、記録の整備まで、具体的な運営に関する基準を規定していま

す。 

３ページをお開きください。 

第５章の最終項目、記録の整備（第３１条第２項）につきましては、町独自の基準とし

ています。 

最後の章、「第６章 基準該当居宅介護支援の事業に関する基準」となります。 

基準該当居宅介護支援の事業とは、介護保険法における指定要件の一部を満たさないが、

一定の水準を満たすと保険給付の対象とすることができる事業のことで、前３章の規定の

準用について規定するものです。 

続いて、５の「条例の施行期日」は、平成３０年４月１日とするものです。 

ただし、第１５条第２０号に定める届け出については、平成３０年１０月１日からの施

行とするものです。 

続いて、６の「経過措置」としまして、第５条第２項では、管理者は、主任介護支援専

門員と規定していますが、平成３３年３月３１日までは、介護支援専門員を第５条第１項

に規定する管理者とすることができるとするものです。 

最後に、７の「町の考え方」ですが、条例で定める基準は、「参酌すべき基準」の一部を

除き、省令どおりの基準に基づき条例を制定します。 

町独自の基準とした項目は、記録の整備（第３１条第２項）で、基準省令においては、

利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次に挙げる記録を整備し、その完結の日

から２年間保存しなければならないとされていますが、保険者の介護報酬過誤返還等の公

法上の債権消滅時効は５年間であることから、介護報酬の算定に必要な記録のため、「５年

間保存しなければならない。」と独自基準で規定するものです。 

以上で議案第１８号の説明を終わります。 
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○議長（ ） 議案第１８号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

 ただいま議題となっています別海町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定める条例の制定の件は、福祉医療常任委員会に付託をいたします。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１１ 議案第１９号 

○議長（ ） 日程第１１ 議案第１９号別海町生乳流通安定対策事業受益者負

担金徴収条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

産業振興部長。 

○産業振興部長（登藤和哉君） 議案第１９号別海町生乳流通安定対策事業受益者負担金

徴収条例の制定について説明いたします。 

議案書の３３ページをお開きください。 

初めに、条例の制定理由ですが、本町では、町が実施する公道の整備と一体的に、私道

である生乳搬出路における路面滑落等による不衛生化を防止し、農場防疫の強化を図るた

め、砂利道をグレーダーで整備する路面整正を実施するとともに、気象状況に起因する生

乳廃棄を未然に防止するため除雪事業を実施することで、酪農家の健全な営農をサポート

してきました。 

これまで、事業の継続性の必要性については、検討を重ねてきましたが、路面整正につ

いては、各農家では専用機械を所有していないとともに、除雪については、気象状況や農

家所有機械の能力によっては対応し切れない場合があることから、町内農業協同組合及び

酪農家から強い要望が寄せられている状況にあります。 

そのため、引き続き本事業を実施することにより、生乳の搬出に係る経路を維持・確保

し、生乳流通の安定化を図り、本町酪農の健全な発展及び町民への牛乳・乳製品の安定供

給を図ることが重要と考えております。 

本事業に関しましては、事業運営や公平性の観点から、従前のとおり受益者から料金を

徴収することが適当であるため、地方自治法に基づき負担金の徴収を行うことで、事業を

より一層円滑に実施することが可能となり、さらに会計処理の適正化に資することから本

条例を制定するものでございます。 

それでは、議案書を朗読して、内容説明にかえさせていただきます。 

議案書３３ページ、中段でございます。 

別海町生乳流通安定対策事業受益者負担金徴収条例。 

第１条、趣旨。 

この条例は、別海町が実施する別海町生乳流通安定対策事業に要する費用について、地

方自治法第２２４条の規定による負担金の徴収について、必要な事項を定めるものとする。 

第２条、負担金の額。 

負担金の額は、事業実施年度ごとに町長が定める。 

第３条、納入義務者。 
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負担金は、事業の実施により利益を受ける者から徴収する。 

第４条、徴収の方法。 

負担金は、町長が発行する納入通知書により納付しなければならない。 

第５条、負担金の納期。 

負担金の納期は、当該年度内においてその都度町長が定める。 

第６条、委任。 

この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 

附則といたしまして、この条例は、公布の日から施行するというものでございます。 

以上で議案第１９号の内容説明を終わります 

○議長（ ） 議案第１９号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

１３番中村議員。 

○１３番（中村忠士君） この後、常任委員会に付託されるということですから、そこで

論議がされるものと思いますが、１点だけ確認させていただきたいのが、今の部長の説明

の中で、従前のように徴収するという文言があったかなっていうふうに思います。 

ということは、従前、徴収をされていたという理解でよろしいか、ということで、そし

て、その金額についてはですね、どのように決められていたかっていうこともあわせて御

説明いただければと思います。 

○議長（ ） 産業振興部長。 

○産業振興部長（登藤和哉君） それでは、私のほうから答弁させていただきます。 

 今までも料金を徴収して、路面整正や除雪を行っていたということでございます。 

 料金につきましては、設定の理由でございますが、生乳の搬出に要する部分の延長によ

って区分し、「北海道建設部土木工事積算要領」や「建設機械等損料及び単価表」をもとに

単価を設定しているものでございます。 

 その単価の実施回数に乗じて算出するもので、具体的に申し上げますと、平成２９年度

実績でございますが、路面整正については、３００メートル未満１回当たり１,７００円、

３００メーター以上１回当たり２,８００円。 

 除雪につきましては、５００メーター未満１回当たり４,２００円、５００メーター以上

１回当たり６,４００円となるものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（ ） １３番中村議員。 

 よろしいですか。 

 ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

 ただいま議題となっています別海町生乳流通安定対策事業受益者負担金徴収条例の制定

の件は、産業建設常任委員会に付託をいたします。 

 ────────────────────────────────── 

◎日程第１２ 議案第２０号 

○議長（ ） 日程第１２ 議案第２０号特別職の職員で非常勤のものの報酬及

び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 
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 内容について説明を求めます。 

総務部次長。 

○総務部次長（今野健一君） 議案第２０号特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用

弁償に関する条例の一部を改正する条例の制定について御説明いたします。 

議案は３５ページから３６ページ、議案資料は４ページにあります。 

平成２９年６月９日に公布された改正地方自治法による監査体制の見直しにより、監査

委員に監査専門委員を置くことができることとされました。 

監査専門委員は、専門の学識経験を有する者の中から、代表監査委員が、代表監査委員

以外の監査委員の意見を聞いて選任するものとされたことから、監査専門委員の報酬額を

新たに規定するため、条例の一部を改正しようとするものです。 

なお、報酬額につきましては、監査専門委員は、本条例で定めている地方自治法第   

１７４条の規定に基づく専門委員と同様に、専門の学識経験を有するものと規定されてい

ることから専門委員と同額の日額３万円以内とするものです。 

それでは、議案の内容を説明いたします。 

議案の朗読は省略させていただき、議案資料により説明いたします。 

議案資料の４ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 

別表第１中、６の項、「地方自治法第１７４条に基づく専門委員」の次に「及び同法第  

２００条の２に基づく監査専門委員」を加え、改正後の欄のとおり別表を改めるものです。 

以上が、本条例の改正内容になります。 

また、附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行することとしております。 

以上で議案第２０号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２０号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１３ 議案第２１号 

○議長（ ） 日程第１３ 議案第２１号職員の育児休業等に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

総務部次長。 

○総務部次長（今野健一君） 議案第２１号職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例の制定について御説明いたします。 

議案は３７ページから３８ページ、議案資料では５ページから７ページになります。 

本条例の改正は、地方自治法第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言がされたこと

に伴い、国家公務員の育児休業等に関する人事院規則の改正に準じて、育児休業期間の再

度の延長ができる特別の事情を追加する等所要の改正を行おうとするものです。 

それでは、議案の内容説明をいたします。 

議案の朗読は省略させていただき、議案資料により説明いたします。 
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議案資料の５ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後になります。 

５ページ、第３条は、再度の育児休業を取得することができる特別の事情についてです。 

現行条例では、再度の育児休業を取得することができる特別の事情を、配偶者の負傷ま

たは疾病による入院、配偶者との別居等、育児休業の終了時に予測することができなかっ

た事実が生じたことにより、当該育児休業に係る子について、育児休業をしなければ、そ

の養育に著しい支障を生じることとなったことと定めております。 

今回の改正では、当初入園を予定していた保育所等に入ることができない場合につきま

して、特別の事情に追加するものです。 

なお、保育所等とは、児童福祉法に規定する認可の保育施設を言います。 

改正の内容ですが、第６号に「児童福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第６項に規定する

認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所

等という。」）における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行わ

れないこと」、これを加え、育児休業の再度の取得要件を見直すというものです。 

次に、６ページです。 

次の第４条は、育児休業期間の再度の延長ができる特別の事情についてです。 

第３条の改正と同様に、当初入園を予定していた保育所等に入ることができない場合に

ついて、特別の事情に追加をしようとするものです。 

現行の特別の事情に「保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないこと」を加え、育児休業期間の再度の延長の要件を見直すとい

うものです。 

次の第１０条は、再度の育児短時間勤務をすることができる特別の事情についてです。 

第３条及び第４条の改正と同様に、当初入園を予定していた保育所等に入ることができ

ない場合につきまして特別の事情に追加しようとするものです。 

附則として、この条例は、公布の日から施行するというものです。 

以上で議案第２１号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２１号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１４ 議案第２２号 

○議長（ ） 日程第１４ 議案第２２号別海町総合計画策定審議会条例の一部

を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

 内容について説明を求めます。 

総合政策課主幹。 

○総合政策課主幹（皆川 学君） 議案第２２号別海町総合計画策定審議会条例の一部を

改正する条例の制定について内容の説明をいたします。 

議案３９ページをお開きください。 
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本条例の別海町総合計画策定審議会は、地方自治法の規定に基づく審議会であり、町が

策定する総合計画に関し、必要な調査や審議を行うための機関となっております。 

この必要な調査や審議に当たっては、審議会の中に専門部会を設置して、各専門部会に

付託された事項について、それぞれ審議・答申することになっています。 

今回の条例改正につきましては、現在の役場内組織における各部等の名称に合わせ、こ

の専門部会が担う役割と調査・審議する案件を明確にするため、専門部会名を改正するも

のであります。 

それでは、議案本文の朗読は省略させていただき、別冊の議案資料で説明いたします。 

議案資料の８ページをお開きください。 

新旧対照表となっております。 

右側が改正前、左側が改正後となっています。 

右側、改正前の第５条第１項第１号の「行財政部会」、第２号の「民生部会」、第５号の

「教育文化部会」を左側、改正後の第１号「総務部会」、第２号「福祉医療部会」、第５号

「教育部会」にそれぞれ改めるものです。 

なお、附則としまして、本条例は、公布の日から施行するものとしております。 

以上で議案第２２号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２２号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１５ 議案第２３号 

○議長（ ） 日程第１５ 議案第２３号別海町特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業の利用者負担等に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題と

いたします。 

 内容について説明を求めます。 

福祉課長。 

○福祉課長（宮本栄一君） 議案第２３号別海町特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の利用者負担等に関する条例の一部を改正する条例の制定について説明をいたします。 

議案書４０ページをお開き願います。 

子ども・子育て支援新制度における特定教育・保育施設の利用者負担額は、所得に応じ

た負担となり、国の基準額の範囲内で市町村が定めることとされ、本町では、町独自の子

ども・子育て支援策として、国の基準額の５０％を利用料金としているところであり、さ

らに、独自の多子世帯軽減策として、全ての所得階層区分の世帯が、同一の多子軽減措置

を受けられるよう所得制限を撤廃しているところです。 

本条例の一部改正は、国が推進する幼児教育の段階的無償化に向けた取り組みの一つと

して、平成３０年度から行う子ども・子育て支援新制度における保育所等の利用者負担額

の軽減の拡充に伴い、本町の利用者負担額を改正しようとするものです。 

議案本文の朗読は省略させていただき、改正箇所等につきましては、議案資料により御

説明いたします。 

議案資料９ページをお開き願います。 
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条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 

改正前の別表第１、第３区分の利用者負担額「７,０００円」を左側の改正後においては

「５，０００円」に改正するものです。 

なお、附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

以上で議案第２３号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２３号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１６ 議案第２４号 

○議長（ ） 日程第１６ 議案第２４号別海町介護保険条例の一部を改正する

条例の制定についてを議題といたします。 

 内容について説明を求めます。 

介護支援課長。 

○介護支援課長（竹中利哉君） 議案第２４号別海町介護保険条例の一部を改正する条例

の制定について内容を説明いたします。 

議案書４２ページをごらんください。 

介護保険法に基づき介護保険事業計画は、３年ごとに見直しを行い、それとあわせて介

護保険料も見直すこととなります。 

平成３０年度から平成３２年度までの３年間の第７期介護保険事業計画期間における介

護保険料は、改定は行わず、据え置くこととし、第６期において導入をした低所得者の軽

減措置についても制度を継続し、現在の介護保険料の適用となる期間を平成３０年度から

平成３２年度へ変更する改定を行います。 

また、介護保険法の一部が改正され、第６段階から第８段階までの合計所得の条件がそ

れぞれ引き上げられたこと、過料の対象が改正されたことなどから条例の改正を行うもの

です。 

議案の朗読は省略し、議案資料により説明をいたします。 

議案資料の１０ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の新旧対照表で、表の右側が改正前、左側が改正後となりま

す。 

説明は、改正後の欄でいたします。 

第４条、保険料率について。 

条例で定める保険料率の採用する期間を「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平

成 ３０年度から平成３２年度」までに改めるものです。 

保険料率の適用を第７期の３年間とするための改正です。 

第４条第１項第６号アにつきましては、「地方税法に規定する合計所得金額」の後に「租

税特別措置法の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規

定する特別控除額を控除して得た額とする。」を加えるものです。 

租税特別措置法に規定のある土地の譲渡におきましては、該当する規定ごとに特別控除
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を受けられることとなっております。 

これらに該当する場合には、合計所得金額から特別控除額を控除した額が、第４条第１

項第６号アに規定する合計所得となるものです。 

続いて、１１ページをお開きください。 

第４条第１項第７号アにつきましては、第７号で規定する第７段階の合計所得金額の上

限を「１９０万円未満」から「２００万円未満」に改めるものです。 

第４条第１項第８号アにつきましては、第８号で規定する第８段階の合計所得金額の範

囲を「１９０万円以上２９０万円未満」から「２００万円以上３００万円未満」に改める

ものです。 

１１ページ下段から１２ページです。 

第１１条、保険料の減免につきましては、第４号の後、「(５) 第１号被保険者が譲渡所

得の全部又は一部を自己の居住用資産の購入に充てた場合において、当該資産の購入に充

てた譲渡所得があることにより、当該資産の購入に充てた譲渡取得がなかったとした場合

の保険料率よりも高額の保険料率の適用を受けたこと。」を加えるものです。 

土地等の売却によりまして譲渡所得が生じ、その所得によって保険料率の段階が上がっ

た場合については、その売却による収入を居住用の土地等の購入に充てたとき、減免の対

象とすることができるものとするものです。 

第１５条、罰則におきましては、条中の「第１号被保険者」を「被保険者」に改めるも

のです。 

こちらにつきましては、過料の対象を第１号被保険者の配偶者等に特化するというのは、

公平性を欠くという考え方によるものです。 

附則第６条、延滞金の割合等の特例につきましては、租税特別措置法の後の「（昭和３２

年法律第２６条）」を削るものです。 

こちらにつきましては、条項の整理です。 

１３ページをお開きください。 

附則としまして、第１条、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

第２条、経過措置で定めます保険料率は、平成３０年度分の保険料率から適用し、平成

２９年度以前の年度の保険料率は、なお従前のとおりとするものであります。 

第３条、平成３０年度から平成３２年度までにおける保険料率の特例です。 

第１段階及び第２段階の保険料率は、低所得者における保険料の軽減対策として、国の

保険料軽減強化、町の特別の基準により軽減を図る規定です。 

この軽減につきましては、第６期におきましても同様に適用されており、軽減された保

険料率を第７期においても引き継ぐものであります。 

なお、本件の改正によります平成３０年度から平成３２年度の保険料率の適用期間、保

険料の各段階における所得の範囲などにつきましては、議案資料の１５ページの一覧表に

まとめております。 

そちらのほうにつきましては、後ほどごらんください。 

以上で別海町介護保険条例の一部を改正する条例の制定について説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２４号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 
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○議長（ ） 質疑を終わります。 

ここで会議を１時まで休憩いたします。 

午前１１時５５分 休憩 

────────────── 

午後 ０時５７分 再開 

○議長（ ） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

────────────────────────────────── 

◎日程第１７ 議案第２５号から日程第１９ 議案第２７号 

○議長（ ） 日程第１７ 議案第２５号別海町介護保険法に基づく指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例

の制定について、日程第１８ 議案第２６号別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例の

制定について、日程第１９ 議案第２７号別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運

営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定についての３件については、関連がありますので

一括議題といたします。 

内容について順次説明を求めます。 

介護支援課長。 

○介護支援課長（竹中利哉君） 議案第２５号別海町介護保険法に基づく指定地域密着型

サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例の制

定について、議案第２６号別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について、及

び議案第２７号別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例の制定について、これら３件につきましては、いずれも国の基準の改定に伴う条例

改正でありますので、一括して内容を説明いたします。 

各種介護サービス事業の基準につきましては、介護報酬に係る改定とあわせて、社会保

障審議会・介護給付分科会の審議を踏まえ３年に一度改正が行われており、平成３０年度

におきましても関係省令の一部改正が行われます。 

今般、条例改正を行う指定地域密着型サービス事業、指定地域密着型介護予防サービス

事業及び指定介護予防支援等事業の基準は、省令の基準を踏まえて町の条例で定めること

とされていますので、関係省令の改正を受けて条例を改正する必要が生じたものです。 

議案書の４４ページをお開きください。 

最初に、議案第２５号別海町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、

設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について説明をいたし

ます。 

議案の朗読につきましては省略し、議案資料により説明をいたします。 

議案資料の７２ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の制定説明資料です。 

１番の「条例改正の背景」につきましては、冒頭の説明のとおりでありますので省略を
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いたします。 

「２ 主な改正内容」です。 

１点目は「共生型居宅サービスに係る基準の整備」です。 

平成２９年、法改正により、平成３０年度から「共生型サービス」という類型が新設さ

れます。 

このサービスは、高齢者や障害を持つ方がともにサービスを利用できるもので、使いな

れた事業所や地域の実情に合わせた人材を活用しながらサービスを行うものです。 

共生型サービスにつきましては、介護保険または障害福祉制度のいずれかの指定を受け

ている事業所が、もう一方の指定を受けやすくなるよう特別な基準を整備することとなっ

ており、市町村においても、条例で共生型サービスに係る指針を定めなければならないと

されています。 

共生型サービスに係る基準は、平成３０年基準改正省令により「指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準」等の基準省令に規定を追加する形で定める

こととなっております。 

７３ページをお開きください。 

２点目は「介護医療院の創設に伴う改正」です。 

平成２９年の法改正により、平成３０年度から「介護医療院」という新たな類型が創設

されます。 

介護医療院とは、主に長期にわたって療養が必要である要介護者に対し、療養上の管理、

看護、医学的管理のもとで、介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活を行う施

設です。 

介護医療院の創設に伴い、現行の条例の中で介護保険施設や介護サービスの類型を列挙

してる箇所や、施設管理、サービス内容及び基準等を言及している箇所に介護医療院の名

称をつけ加えます。 

３点目は「「認知症」の定義に係る改正」です。 

認知症の定義は介護保険法第５条の２でありましたが、平成２９年、法改正によりまし

て、介護保険法第５条の２第１項に改められたことにより、第５条の２を引用している箇

所を第５条の２第１項に改めます。 

４点目は「指定地域密着型サービス事業者のうち、看護小規模多機能型居宅介護の指定

の申請者の資格要件に係る規定の改正」です。 

看護小規模多機能型居宅介護の指定の申請者について、現行は法人であることが必要で

す。 

医療法の許可を受けた診療所が、宿泊室の兼用で病床の届出をすることが認められるこ

ととなります。 

また、介護支援専門員を配置していないサテライト型事業所の基準についても新たに創

設されます。 

５点目は「基準の見直しに伴う改正」です。 

基準となる国の省令の改正に伴い、それぞれのサービスに対応する条例を改正します。 

６点目は、これまで説明をいたしました５点の改正に伴い、条文の繰り下げや引用条文

の整備等が生じたために改正を行うものです。 

７４ページをごらんください。 

「３ 条例改正の内容」です。 
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１点目の「共生型居宅サービスに係る基準の整備」につきましては、本条例「第３章の

２ 第４節 運営に関する基準」の次に「第５節 共生型地域密着型サービスに関する基

準」を新たに追加し、５節を６節に繰り下げるものです。 

追加されるサービスの種類は「共生型地域密着型通所介護」で、そのサービスに関する

基準と運営に関する基準は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基準を準用する条の２

条を追加するものです。 

２点目の介護医療院の創設に伴う改正につきましては、第６条を初めとする１３条に、

平成３０年４月１日から介護保険施設の新たな類型として「介護医療院」が創設されるこ

とに伴い、介護保険施設等を列挙している箇所に「介護医療院」を追加するものです。 

３点目は「「認知症」の定義に係る改正」です。 

改正箇所は、第５９条の９の条中です。 

７５ページをお開きください。 

４点目、「指定地域密着型サービス事業者の指定の申請者の資格要件に係る規定の改正」

です。 

第１９１条では、サテライト小規模多機能型居宅介護の基準に準じて、代表者・管理者・

介護支援専門員・夜間の宿直者は、本体事業所との兼務などによりサテライト看護小規模

多機能型居宅介護に配置しないことができる、などの従業員の条件について改め、第   

１９５条では、利用者へのサービス提供に支障がない場合には、当該診療所が有する病床

を看護小規模多機能型居宅介護の宿泊室として兼用できることを加え、第２０２条では、

看護小規模多機能型居宅介護における重要事項に関する基準は、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の運営に関する基準を準用しており、読みかえに伴う条例の定義を改めるもの

です。 

７６ページをごらんください。 

５点目は「基準の見直しに伴う改正」です。 

いずれの改正におきましても省令と同じ内容であります。 

各サービスごとに改正項目として挙げております準用の欄につきましては、読みかえに

伴う条中の定義を改めるものであります。 

各サービスにおける重要事項に関する基準は、定期巡回・随時対応型訪問介護の運営に

関する基準を準用しておりますので、それぞれのサービスの場面の改正につきましては説

明を省略させていただきます。 

最初に、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」では、第６条の訪問介護のサービス提供

者の経験年数等の職員配置の条件を、第３９条の地域との連携に関し、介護・医療連携推

進会議の回数を改めるものです。 

「夜間対応型訪問介護」においては、第４７条のサービス提供者の経験年数を「３年以

上」から「１年以上」に改めるものです。 

「指定地域密着型通所介護」においては、準用規定の改正です。 

７７ページをお開きください。 

「指定療養通所介護」においては、第５９条の２５で規定する利用定員数を「９人以下」

から「１８人以下」に改めるものです。 

「認知症対応型通所介護」においては、第６５条で規定するユニット型地域密着介護老

人福祉施設入所者生活介護における利用定員数を「１施設当たり３人以下」から「１ユニ

ット当たりユニットの入居者と合わせて１２人以下」に改めるものです。 
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「小規模多機能型居宅介護」におきましては、第８２条にサテライト型看護小規模多機

能型居宅介護事業所の基準を加えるものです。 

「認知症対応型共同生活介護」及び次の欄の「指定地域密着型特定施設入居者生活介護」

においては、第１１７条及び第１３８条で身体的拘束等のさらなる適正化を図るために運

営基準に必要な措置を定めます。 

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」においては、第１５７条で規定する取

扱方針に身体的拘束等の適正化を図るための措置を加え、緊急時等の対応を規定する第 

１６５条の２を加えるものです。 

「ユニット型介護老人福祉施設」においては、第１８２条で規定する取扱方針に身体拘

束等の適正化を図るための措置を加えるものです。 

続きまして７９ページをお開きください。 

６点目につきましては、これまで説明をいたしました１点目から５点目までの改正等に

伴い、条文の繰り下げや引用条文の整備が生じるための改正を、第２条を初めとする２５

条及び附則について行うものであります。 

附則としまして、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

以上で議案第２５号の内容説明を終わります。 

次に、議案書５５ページをお開きください。 

議案第２６号別海町介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について説明をいたします。 

議案の朗読については省略し、議案資料により説明をいたします。 

議案資料の８８ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の制定説明資料です。 

１の「条例改正の背景」につきましては、冒頭で説明をしたとおりでありますので省略

をいたします。 

「２ 主な改正内容」につきましては、介護医療院の創設に伴う改正と基準の見直しに

伴う改正の２点です。 

８９ページをお開きください。 

「３ 条例改正の内容」です。 

１点目、「介護医療院創設に伴う改正」につきましては、第５条を初めとする８条に「介

護医療院」を加えるものです。 

２点目、「基準の見直しに伴う改正」につきましては、「共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護」のサービスにおいて、第９条で規定する利用定員数等を「１施設当たり３人

以下」から「１ユニット当たりユニットの入居者と合わせて１２人以下」に改めます。 

「介護予防認知症対応型共同生活介護」のサービスにおいて、第７８条で規定する身体

の拘束等の禁止の条に、身体的拘束等のさらなる適正化を図るための措置の１項を加えま

す。 

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

以上で議案第２６号の説明を終わります。 

続いて、議案書５７ページをお開きください。 

議案第２７号別海町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正す



 － 35 － 

る条例の制定について内容を説明します。 

議案の朗読につきましては省略し、議案資料で説明をいたします。 

議案資料９５ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の制定説明資料です。 

１の「条例改正の背景」につきましては、議案第２５号及び議案第２６号と同様です。 

冒頭に説明したとおりでありますので説明は省略いたします。 

２点目、「主な改正内容」につきましては、基準の見直しに伴う改正と改正に伴う条項の

繰り下げ等の整理の２点であります。 

９６ページをごらんください。 

「３ 条例改正の内容」です。 

１点目は、「基準の見直しに伴う改正」です。 

「指定介護予防支援」のサービスにおいては、趣旨及び基本方針では、第２条に連携の

相手方として指定特定相談支援事業者を加えるものです。 

運営に関する基準では、第６条に利用者または家族に対し複数の指定介護予防サービス

事業者を紹介することなどを加えるものです。 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準では、第３２条に介護予防サービス

計画作成時には、利用者及びその家族の参加を基本とすることなどを加えるものです。 

２点目、「その他、上記の改正に伴う条文の整備等」につきましては、６条、３２条につ

いて整備するものであります。 

附則としまして、この条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

以上で議案第２５号、議案第２６号及び議案第２７号の内容説明について終わります。 

○議長（ ） 議案第２５号、議案第２６号及び議案第２７号の３件について内

容説明が終わりましたので、これから一括質疑を行います。 

 質疑に入ります。 

 質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２０ 議案第２８号 

○議長（ ） 日程第２０ 議案第２８号別海町国民健康保険条例の一部を改正

する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

町民課長。 

○町民課長（青柳 茂君） 議案第２８号別海町国民健康保険条例の一部を改正する条例

の制定について御説明いたします。 

議案書の５９ページをお開きください。 

本条例の改正は、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律」が、本年４月１日から施行され、国民健康保険法の一部が改正されるこ

とに伴い、市町村に設置する国民健康保険運営協議会について、新たに名称規定を設ける

ため条例の一部を改正しようとするものです。 

また、本年４月から始まる新たな国民健康保険制度において、道内の統一的な運営方針

である「北海道国民健康保険運営方針」の中で、葬祭費の支給額を道内で３万円に統一し、
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国保事業費納付金の算定に含めることとしたことから、葬祭費の支給額についても改正を

提案するものです。 

それでは、議案の内容説明をいたしますが、議案の朗読は省略し、議案資料により御説

明いたします。 

議案資料の９７ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 

目次中及び第２章の名称を「別海町国民健康保険運営協議会」に改めます。 

改正前第２条についても、「国民健康保険運営協議会」を「別海町国民健康保険運営協議

会」に改め、第２条の２とし、第２条に表題を「名称」とし、国民健康保険法の規定によ

り市町村に置く市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称を「別海町国民健

康保険運営協議会」とする規定を追加します。 

９８ページです。 

第６条第４号については、第２条に略式規定を設けたことにより改めるものです。 

第８条は、葬祭費の支給額を道内統一とすることから、「１万円」を「３万円」に改める

ものです。 

９９ページをお開き願います。 

附則としまして、第１項では、施行期日を平成３０年４月１日とし、第２項では、経過

措置として、条例の施行の日の前日までに執り行われた葬祭費については、改正後の第８

条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例によるとするものです。 

以上で議案第２８号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２８号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２１ 議案第２９ 

○議長（ ） 日程第２１ 議案第２９号別海町国民健康保険財政調整基金条例

の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

町民課長。 

○町民課長（青柳 茂君） 議案第２９号別海町国民健康保険財政調整基金条例の一部を

改正する条例の制定について御説明いたします。 

議案書６１ページをお開きください。 

本条例の改正は、本年４月から始まる新たな国民健康保険制度において、国民健康保険

事業に係る保険給付に要する費用は、道からの交付金により全額賄われることとなること

から、保険給付費の急増等を理由とする基金の目的及び処分について見直しを行い、国民

健康保険の安定のため広く活用できるよう条例の改正を提案するものです。 

それでは、議案の内容説明をいたしますが、議案の朗読は省略し、議案資料により御説

明いたします。 

議案資料の１００ページをお開きください。 
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条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 

第１条は、基金の「目的」について。 

改正前では、「災害の発生、伝染病のまんえん等非常の場合の保険給付費の急増」、また

は「保険財政の財源不足を生じたときの財源を積み立てるため」とする目的を、改正後は、

「国民健康保険の安定に資するため」とし、基金の名称を「財政調整基金」から「国民健

康保険財政調整基金」に改めるものです。 

第７条は、基金の「処分」について。 

改正前では、処分の該当要件を「非常の場合の保険給付の急増による財源不足」、「経済

事情の変動による著しい財源不足」の場合の財源に充てるときと限定していたものを、改

正後は、「第１条に規定する基金の目的のため町長が必要であると認めたとき」に処分する

ことができるよう改めるものです。 

また、附則としまして、条例の施行日を平成３０年４月１日とするものです。 

以上で議案第２９号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第２９号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２２ 議案第３０号 

○議長（ ） 日程第２２ 議案第３０号別海町後期高齢者医療に関する条例の

一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

町民課長。 

○町民課長（青柳 茂君） 議案第３０号別海町後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例の制定について御説明いたします。 

議案書６２ページをお開きください。 

本条例の改正は、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部

を改正する法律」が、本年４月１日から施行され、「高齢者の医療の確保に関する法律」の

一部改正により住所地特例の規定が見直されることに伴い、所要の改正をするものです。 

見直しされた内容は、老人福祉施設や社会福祉施設等の住所地特例対象施設に入所する

ために住所を変更したことにより、入所する前の住所地の被保険者となる住所地特例対象

者について、改正前では、国民健康保険の住所地特例対象者が７５歳に達したときは、入

所施設所在地の後期高齢者医療広域連合が行う後期の被保険者となることとされておりま

したが、改正後は、国保であった住所地特例を引き継ぎ、現住所地の後期高齢者医療広域

連合が行う後期の被保険者となるものです。 

それでは、議案の内容説明をいたしますが、議案の朗読は省略し、議案資料により説明

いたします。 

議案資料の１０１ページをお開きください。 

条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 
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改正する箇所は、第３条の「町が保険料を徴収すべき被保険者」です。 

まず、第２号は、第５５条第１項または第２項の規定の適用を受ける被保険者に準用す

る場合を含む規定を追加しております。 

第３号は、今回改正により追加するもので、国民健康保険の被保険者であって住所地特

例を受けているものが、７５歳に達したとき、または障害により認定を受け、後期高齢者

医療の対象となったものを追加するものです。 

また、附則としまして、条例の施行日を平成３０年４月１日とするものです。 

以上で議案第３０号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３０号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２３ 議案第３１号 

○議長（ ） 日程第２３ 議案第３１号別海町老人保健施設設置条例の一部を

改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

老人保健施設事務長。 

○老人保健施設事務長（川畑智明君） 議案第３１号別海町老人保健施設設置条例の一部

を改正する条例の制定について内容説明をいたします。 

議案書６３ページをお開きください。 

別海町老人保健施設は、介護老人保健施設事業、短期入所療養介護事業及び介護予防短

期入所療養介護事業、通所リハビリテーション事業及び介護予防通所リハビリテーション

事業の３事業を実施しています。 

本条例の一部改正は、通所リハビリテーション事業及び介護予防通所リハビリテーショ

ン事業に短時間リハビリテーションを追加することにより、多様化する住民ニーズに対応

するものとして、条例第３条第３号に１日の利用定員を５名追加し、２５名とするもので

す。 

また、生活保護法を引用する規定が未改定であったことから整理するものです。 

議案本文の朗読は省略させていただき、改正箇所につきまして議案資料により御説明い

たします。 

議案資料の１０２ページの新旧対照表をお開きください。 

条例の一部改正する条例の新旧対照表です。 

右が改正前、左が改正後となります。 

また、下線部分が改正箇所となります。 

第３条第３号は、短時間リハビリテーションの実施に伴い、１日の定員を５名追加し、

２５名とするものです。 

第５条は、生活保護法第１５条の２第１項第５号の規定に基づく介護予防を利用対象者

として追加するものです。 

また、附則としまして、本条例は、平成３０年４月１日から施行するものです。 

以上で議案第３１号の内容説明を終わります。 
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○議長（ ） 議案第３１号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２４ 議案第３２号 

○議長（ ） 日程第２４ 議案第３２号別海町国営土地改良事業負担金の徴収

に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

産業振興部次長。 

○産業振興部次長（門脇芳則君） 議案第３２号別海町国営土地改良事業負担金の徴収に

関する条例の一部を改正する条例の制定について内容を御説明いたします。 

議案書６４ページをお開きください。 

本条例については、農用地の利用の集積を加速化するため土地改良事業を円滑に実施す

る必要があることから、土地改良法等の一部が改正されたことにより、土地改良法等を引

用している本条例の条項の修正及び条文の整理を行うものです。 

議案書の朗読は省略させていただき、別冊の議案資料で説明いたします。 

議案資料１０３ページをお開き願います。 

本改正案の新旧対照表となります。 

右側の欄が改正前、左側の欄が改正後となります。 

改正後の欄で説明いたします。 

第５条第２項第１号中「年５パーセント」を「土地改良法施行令第５３条第２項本文の

農林水産大臣の定める率」に改めるものです。 

次に、第５条第２項第２号及び第３号中「年５パーセント」を「農林水産大臣の定める

率」に改めるものです。 

次に、第５条第３項中「第８８条第１項」を「第８７条の５第１項」に改め、同項中、

平仮名のすべてを漢字に改めるものです。 

なお、附則として、この条例は、公布の日から施行するというものです。 

以上議案第３２号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３２号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２５ 議案第３３号 

○議長（ ） 日程第２５号 議案第３３号別海町営土地改良事業の経費の賦課

徴収に関する条例の一部を改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

産業振興部次長。 

○産業振興部次長（門脇芳則君） 議案第３３号別海町営土地改良事業の経費の賦課徴収
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に関する条例の一部を改正する条例の制定について内容を説明いたします。 

議案書６５ページをお開きください。 

本条例については、農用地の利用の集積を加速化するため土地改良事業を円滑に実施す

る必要があることから、土地改良法等の一部が改正されたことにより、土地改良法等を引

用している本条例の条項の修正を行うものです。 

議案書の朗読は省略させていただき、別冊の議案資料で説明いたします。 

議案資料１０５ページをお開き願います。 

本改正案の新旧対照表となります。 

右側の欄が改正前、左側の欄が改正後となります。 

改正後の欄で説明いたします。 

第３条第１項中「第１１３条の２第３項」を「第１１３条の３第３項」に改め、第４条

中「第８８条」を「第８７条の５」に改めるものです。 

なお、附則として、この条例は、公布の日から施行するというものです。 

以上議案第３３号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３３号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２６ 議案第３４号 

○議長（ ） 日程第２６ 議案第３４号別海町集落排水施設設置条例の一部を

改正する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

上下水道課長。 

○上下水道課長（外石昭博君） 議案第３４号別海町集落排水施設設置条例の一部を改正

する条例の制定について御説明いたします。 

議案は６６ページ、議案資料は１０７ページになります。 

本条例の改正は、農業集落排水事業の機能強化対策にて、西春別地区排水処理施設改築

更新事業の新規採択を受けるにあたり、地区の現況の見直しが必要であったことから、平

成２８年度に実施しました農業集落排水施設の調査診断業務において、地区の現況を調査

した結果、計画処理対象人口が、定住及び流入人口の変動により平成４年の当初計画値に

比べ減少しているため、現況の人口にあわせて別海町集落排水施設設置条例の一部を改正

するものです。 

それでは、議案の内容を説明いたしますが、議案の朗読は省略し、議案資料により説明

をいたします。 

議案資料の１０７ページをお開きください。 

別海町集落排水施設設置条例の一部を改正する条例の新旧対照表です。 

表の右側が改正前、左側が改正後となります。 

右側、改正前の第２条の表の「西春別農業集落排水施設」欄の計画人口「４６０人」を、

左側、改正後の「３２０人」に改めるものです。 

なお、附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行することとしております。 
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以上で議案第３４号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３４号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２７ 議案第３５号 

○議長（ ） 日程第２７ 議案第３５号別海町農業機械の設置及び管理条例を

廃止する条例の制定についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

産業振興部次長。 

○産業振興部次長（門脇芳則君） 議案第３５号別海町農業機械の設置及び管理条例を廃

止する条例の制定について内容を説明いたします。 

議案書６７ページをお開きください。 

本条例については、農業の多様化や担い手不足、高齢化等による農家の労働過重を軽減

するとともに、効率的な農作業の確保を図ることを目的に、平成１２年度特定防衛施設周

辺整備調整交付金事業を活用して導入した農業機械の設置及び管理運営に関し必要な事項

を定めたものです。 

管理運営については、同条例及び同条例施行規則に基づき中春別農業協同組合に委託す

ることで、本町農業の安定的発展に重要な役割を果たしてきましたが、近年、１経営体当

たりの労働負担は増加傾向にあり、今後ともより一層アウトソーシング体制の整備による

労働力負担の軽減を図ることが重要となっています。 

そうした中、本農業機械は、導入から相当な期間が経過する一方、町において今後の利

用更新計画を有していないことから、多様化する酪農家ニーズに迅速かつ安定的に対応す

るためには、農業協同組合が主体となった計画的な更新等による効率的な運営が必要です。 

以上のことから、農業機械の長期にわたる管理運営により培ったノウハウを活用するこ

とができる中春別農業協同組合に本農業機械を譲渡することで、計画的かつ弾力的な運営

により地域農業経営の持続的発展が図られることから本条例を廃止するものです。 

それでは、議案書の朗読をもって説明にかえさせていただきます。 

別海町農業機械の設置及び管理条例を廃止する条例。 

別海町農業機械の設置及び管理条例は、廃止する。 

附則として、この条例は、平成３０年４月１日から施行するというものです。 

以上、議案第３５号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３５号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２８ 議案第３６号 

○議長（ ） 日程第２８ 議案第３６号工事請負契約の締結について（根室中
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部３号主要幹線改良舗装工事）を議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

財政課長。 

○財政課長（寺尾真太郎君） 議案第３６号の内容説明をいたします。 

議案の６８ページをお開きください。 

本案は、工事請負契約の締結に当たり予定価格が５,０００万円を超えるため、地方自治

法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求めるものであります。 

最初に、議案本文を朗読いたします。 

１、契約の目的、根室中部３号主要幹線改良舗装工事。 

２、契約の方法、簡易公募型指名競争入札による契約。 

３、契約金額、２億３,９１１万２,０００円（内消費税及び地方消費税額１,７７１万  

２,０００円）。 

４、契約の相手方、野付郡別海町別海常盤町５番地、高玉建設工業株式会社、代表取締

役社長、髙玉政行。 

次に、本案提出に至るまでの入札等の経過について御説明いたします。 

公募期間は、１月１５日から２月２日までの休日を除く１５日間。 

応募者数は５者で、資格審査の結果、全ての応募者が資格ありと認められました。 

入札の執行は３月２日、株式会社別海、寺井建設株式会社、高玉建設工業株式会社、島

影建設株式会社、山下建設株式会社の５者による指名競争入札を行い、１回目の入札で落

札いたしました。 

消費税及び地方消費税を除く最高入札価格は２億２,３００万円、最低入札価格は２億 

２,１４０万円で、最低入札者であります本案の高玉建設工業株式会社と現在仮契約中であ

ります。 

なお、工期は、本契約の翌日から１１月２０日までを予定しております。 

工事の内容につきましては、議案資料で御説明いたします。 

議案資料の１０８ページをお開きください。 

議案資料１０９ページまでが、本案工事の資料となります。 

工事の場所は、別海市街から奥行方面に向かいます国道２４３号線から主要道道別海厚

岸線に至る計画路線中、赤色の実線で表示した区間となります。 

工事の概要ですが、赤色の実線で示す１,２５０メートルについて車道幅員５.５メートル

で改良舗装工事を行うものです。 

資料１０９ページには、本路線の土工定規図を記載しておりますが、詳細な内容につい

ては、説明を省略させていただきます。 

以上で議案第３６号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３６号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第２９ 議案第３７号 

○議長（ ） 日程第２９ 議案第３７号工事請負契約の締結について（中西別
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上風連線改良舗装工事）を議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

財政課長。 

○財政課長（寺尾真太郎君） 議案第３７号の内容説明をいたします。 

議案の６９ページをお開きください。 

本案につきましても、工事請負契約の締結に当たり予定価格が５,０００万円を超えるた

め、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求めるものであります。 

最初に、議案本文を朗読いたします。 

１、契約の目的、中西別上風連線改良舗装工事。 

２、契約の方法、簡易公募型指名競争入札による契約。 

３、契約金額、２億３,７９２万４,０００円（内消費税及び地方消費税額１,７６２万  

４,０００円）。 

４、契約の相手方、野付郡別海町別海常盤町５番地、高玉建設工業株式会社、代表取締

役社長、髙玉政行。 

次に、本案提出に至るまでの入札等の経過について御説明いたします。 

公募期間は、１月１５日から２月２日までの休日を除く１５日間。 

応募者数は５者で、資格審査の結果、全ての応募者が資格ありと認められました。 

入札の執行は、３月２日、株式会社別海、寺井建設株式会社、高玉建設工業株式会社、

島影建設株式会社、山下建設株式会社の５者による指名競争入札を行い、１回目の入札で

落札いたしました。 

消費税及び地方消費税を除きます最高入札価格は２億２,１５０万円、最低入札価格は２

億２,０３０万円で、最低入札者であります本案の高玉建設工業株式会社と現在仮契約中で

あります。 

なお、工期は、本契約の翌日から１１月２０日までを予定しております。 

工事の内容につきましては、議案資料で御説明いたします。 

議案資料の１１０ページをお開きください。 

１１１ページまでが、本案工事の資料となっております。 

工事の場所は、中西別市街から矢臼別演習場に向かう計画路線中、赤色の実線で示した

区間となります。 

工事の概要ですが、赤色の実線で示す８０１.７６３メートルについて車道の幅員５.５

メートルで改良舗装工事を行うものです。 

資料の１１１ページには、本路線の土工定規図を記載しておりますが、詳細な内容につ

きましては、説明を省略させていただきます。 

以上で議案第３７号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３７号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３０ 議案第３８号 

○議長（ ） 日程第３０ 議案第３８号工事請負契約の締結について（西春別
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駅前団地公営住宅改修建築主体工事（４号棟））を議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

財政課長。 

○財政課長（寺尾真太郎君） 議案第３８号の内容説明をいたします。 

議案の７０ページをお開きください。 

本案は、工事請負契約の締結に当たり予定価格が５,０００万円を超えるため、地方自治

法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求めるものであります。 

最初に、議案本文を朗読いたします。 

１、契約の目的、西春別駅前団地公営住宅改修建築主体工事（４号棟）。 

２、契約の方法、簡易公募型指名競争入札による契約。 

３、契約金額、７,６０８万６,０００円（内消費税及び地方消費税額５６３万６,０００

円）。 

４、契約の相手方、野付郡別海町別海新栄町９番地、株式会社佐々木建設工業、代表取

締役、佐々木仁。 

次に、本案提出に至るまでの入札等の経過について御説明いたします。 

公募期間は、１月１５日から２月２日までの休日を除く１５日間。 

応募者数は６者で、資格審査の結果、全ての応募者が資格ありと認められました。 

入札の執行は、３月２日、株式会社佐々木建設工業、島影建設株式会社、みどり建工株

式会社、株式会社工藤建設、株式会社岡田工務店、近藤建設株式会社の６者による指名競

争入札を行い、１回目の入札で落札いたしました。 

消費税及び地方消費税を除く最高入札価格は７,０８５万円、最低入札価格は７,０４５

万円で、最低入札者であります本案の株式会社佐々木建設工業と現在仮契約中であります。 

なお、工期は、本契約の翌日から１２月１０日までを予定しております。 

工事の内容につきましては、議案資料で御説明いたします。 

議案資料の１１２ページをお開きください。 

１１５ページまでが、本案工事の資料となっております。 

工事の場所は西春別駅前柏町７番地の１。 

工事の概要ですが、工事名は西春別駅前団地公営住宅改修建築主体工事（４号棟）。 

構造はセラミックブロック造２階建（１棟１２戸）。 

延べ床面積は１,０３３.９７平方メートル。 

建築面積は６３０.９２平方メートルです。 

主な工事内容ですが、内部は、給水・給湯・排水管の交換に伴います床・壁・天井の張

りかえ、流し台・ガスコンロ台・吊戸棚・洗面化粧台の交換。 

外部は、外壁を湿式外断熱工法で改修し、屋根は、耐候性塗材による塗りかえ。 

建具につきましては、アルミ建具を断熱アルミ建具に交換するものです。 

１１３ページをお開きください。 

左側は、付近の案内図。 

右側の配置図ですが、工事建物は、５棟並んだ建物の右上側になります。 

参考資料といたしまして、１１４ページに１階と２階の平面図、１１５ページには、そ

れぞれの方位から見た立面図を掲載しております。 

以上で議案第３８号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３８号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い
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ます。 

質疑に入ります。 

１１番瀧川議員。 

○１１番（瀧川榮子君） この公営住宅は、いつ建てられたものかお聞きします。 

○議長（ ） 建設水道部次長。 

○建設水道部次長（山岸英一君） この建物は、平成７年度に建てたものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（ ） ほかにございませんか。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

ここで１０分間、会議を休憩いたします。 

午後 １時５９分 休憩 

────────────── 

午後 ２時０９分 再開 

○議長（ ） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３１ 議案第３９号 

○議長（ ） 日程第３１ 議案第３９号辺地に係る公共的施設の総合整備計画

の変更についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

財政課長。 

○財政課長（寺尾真太郎君） 議案第３９号の内容説明をいたします。 

議案の７１ページをお開きください。 

議案第３９号辺地に係る公共的施設の総合整備計画の変更について。 

本件につきましては、「辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に

関する法律」第３条において、辺地の公共的な施設を整備しようとするときは、あらかじ

め都道府県知事と協議の上、議会の議決を経て、当該辺地に係る公共的施設の総合的な整

備に関する財政上の計画を定め、これを総務大臣に提出しなければならないと規定されて

おり、同条第８項の規定により総合整備計画を変更する場合にも同様とされておりますこ

とから、計画の内容の変更について議会の議決を求めるものであります。 

なお、北海道知事との協議につきましては、事前に終了しておりますことを申し添えま

す。 

今回変更するのは、尾岱沼、床丹、上春別の三つの辺地です。 

７２ページにお進みください。 

まず、「尾岱沼辺地総合整備計画」です。 

尾岱沼辺地の総合整備計画は「平成２９年度から平成３３年度までの５年間」で、今回

は「第１次の変更」です。 

変更の内容ですが、下段、３番の表になります。 

経営近代化施設として、「ウニ種苗センター改修事業」の事業費、「１億９,３９３万   

３,０００円」を新たに追加するもので、当該事業の財源は全額一般財源とし、一般財源の

うち辺地対策事業債の予定額を「１億９,３９０万円」とするものです。 

また、観光レク施設として、「尾岱沼ふれあいキャンプ場改修事業」の事業費、     
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「２,０７０万円」を新たに追加し、当該事業の財源につきましても全額一般財源、一般財

源のうち辺地対策事業債の予定額を「２,０７０万円」とするものです。 

変更後の尾岱沼辺地全施設の事業費合計は「２億７,２６３万３,０００円」となります。 

７３ページをお開きください。 

次に、「床丹辺地総合整備計画」です。 

床丹辺地の総合整備計画は「平成２９年度から平成３３年度までの５年間」で、今回は

「第１次の変更」です。 

変更内容は、下段、３番の表になりますが、通学バスとして、「スクールバス購入事業」

の事業費、「１,０６０万円」を新たに追加するもので、当該事業の財源は、特定財源を  

「３７７万円」、一般財源を「６８３万円」とし、一般財源のうち辺地対策事業債の予定額

を「６８０万円」とするものです。 

変更後の床丹辺地全施設の事業費合計は「１,７５０万円」となります。 

７４ページをお開きください。 

最後に、「上春別辺地総合整備計画」です。 

上春別辺地の総合整備計画は「平成２６年度から平成３０年度までの５年間」で、今回

は「第３次の変更」です。 

変更の内容は、下段、３番の表になりますが、交通道路施設について、「橋梁長寿命化補

修事業外１事業」に当たります上春別原野５４線舗装補修事業につきまして、事業費、  

６,６００万円を追加するもので、変更後の交通道路施設の事業費を「１億３,５９０万円」。 

財源内訳は、特定財源を「６ ,８４８万１ ,０００円」、一般財源を「６ ,７４１万     

９,０００円」とし、一般財源のうち辺地対策事業債の予定額を２,６４０万円追加して  

「６,７１０万円」とするものです。 

また、下水道につきましては、「農業集落排水事業」の事業費を５,４９０万２,０００円

追加するもので、変更後の下水道の事業費を「９,９４０万２,０００円」。 

財源内訳は、特定財源を「４ ,９７０万１ ,０００円」、一般財源を「４ ,９７０万     

１,０００円」とし、一般財源のうち辺地対策事業債の予定額を２６０万円追加して   

「２,４８０万円」とするものです。 

変更後の上春別辺地全施設の事業費合計は「１１億１,４６０万５,０００円」となりま

す。 

以上で議案第３９号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第３９号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３２ 議案第４０号 

○議長（ ） 日程第３２ 議案第４０号あらたに生じた土地の確認及び町の区

域の変更（編入）についてを議題といたします。 

内容について説明を求めます。 

水産みどり課長。 

○水産みどり課長（干場富夫君） 議案第４０号あらたに生じた土地の確認及び町の区域
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の変更（編入）について内容を御説明いたします。 

議案の７５ページをお開きください。 

本件は、平成２３年第３回別海町議会定例会において公有水面埋立出願に係る意見の議

決を得まして、北海道が実施しておりました尾岱沼漁港の漁船保管施設用地及び物揚場用

地の造成に伴う公有水面埋め立てが完了し、平成２９年１１月１６日付で北海道知事から

竣工認可の通知がありましたので、地方自治法第９条の５第１項の規定により別海町の区

域内に新たに生じた土地を確認し、地方自治法第２６０条第１項の規定により公有水面埋

め立てにより生じた土地を別海町の区域に編入して、知事に届け出をするため議会の議決

を求めるものであります。 

詳細につきまして議案資料で御説明いたします。 

議案資料の１１６ページをお開き願います。 

尾岱沼漁港の公有水面埋立区域図となっております。 

図面は、漁港を示す罫線等やや薄くなっておりますけれども、中央やや右手に野付漁業

協同組合が位置し、上部が野付湾、下部が陸地方向で、右手が床丹・本別海方面、左手が

標津町方面となります。 

埋立地につきましては、赤く表示されている区域で、図面の中央やや左手、尾岱沼漁港

東防波堤へとつながる物揚場用地及びその左手に位置する横長の漁船保管施設用地となり

ます。 

それでは、議案の７５ページに戻りまして本文を朗読させていただきます。 

あらたに生じた土地の確認及び町の区域の変更（編入）について。 

地方自治法第９条の第１項の規定により、公有水面の埋立てによって、別海町の区域内

にあらたに生じた次の土地を確認し、同法第２６０条第１項の規定により、当該土地を町

の区域に次のとおり編入するものとする。 

１、所在、野付郡別海町尾岱沼港町１８３番１、３１０番１、３１４番、３１５番及び

３１６番地先の公有水面埋立地。 

２、地積、１,６７０．１８平方メートル。 

３、編入する区域、野付郡別海町尾岱沼港町。 

以上で議案第４０号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第４０号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３３ 議案第４１号 

○議長（ ） 日程第３３ 議案第４１号町道の路線認定及び廃止についてを議

題といたします。 

内容について説明を求めます。 

管理課長。 

○管理課長（伊藤一成君） 議案第４１号町道の路線認定及び廃止について内容を説明い

たします。 

議案書の７６ページをお開きください。 
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本案は、３０年度以降に予定している道路整備及び事業の採択に伴い、新規認定及び変

更認定が必要となったため、認定については、「道路法」第８条第２項、廃止については、

同法第１０条第３項の規定により議会の議決を求めるものです。 

概要につきまして、議案資料により説明いたします。 

議案資料の１１７ページをお開きください。 

既に認定している路線は７２１路線で、総延長は１,１８３キロ３５３.９９メートルで

す。 

今回認定する路線のうち変更認定となる１路線は、道営土地改良事業の採択のため現在

認定となっている５，６０９.４３メートルを一旦廃止し、当該事業区間を除く３,３９１.

４３メートルを再度認定するものです。 

また、ほかの６路線につきましては、防衛施設周辺整備調整交付金事業及び臨時町道整

備事業の実施のため８８５.０１メートルを新たに認定するものです。 

これにより、町道延長は、７路線、４,２４６．４４メートルを追加し、１路線、     

５,６０９.４３メートルが廃止となり、合計で７２７路線、１,１８１キロ９９１メートル

となります。 

次に、議案資料の１１８ページに認定となる路線の内訳を記載しております。 

表の１段目、整理番号４８９が変更認定となる路線であり、２段目以降が新規認定路線

で、別海市街が３路線、尾岱沼市街が２路線、西春別駅前市街が１路線となります。 

１１９ページの廃止する路線、１２０ページから１２６ページの位置図につきましては、

説明を省略させていただきます。 

以上で議案第４１号の内容説明を終わります。 

○議長（ ） 議案第４１号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行い

ます。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３４ 諮問第１号 

○議長（ ） 日程第３４ 諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦についてを議

題といたします。 

 内容について説明を求めます。 

町長。 

○町長（曽根興三君） 諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦について御説明を申し上げ

ます。 

人権擁護委員は、法務大臣が委嘱するものでございますけれども、その選定に当たって

は、まず、市町村長が、議会の意見を聞いた上で、地域の候補者を法務局へ推薦すること

となります。 

別海町では、現在、別海の保田千恵子さん、棚橋昌博さん、西春別の山藤史江さん、尾

岱沼の池田實さん、中春別の藤原優子さん、この５名の方々に人権擁護委員として御活躍

をいただいているところでございますけれども、今年度、藤原優子さんが平成３０年６月

３０日をもって３年間の任期が満了となります。 

つきましては、引き続き藤原優子さんを人権擁護委員の候補者として推薦いたしたく議
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会の意見を求めるものでございます。 

新たな任期については、平成３０年７月１日から平成３３年６月３０日までの３年間と

なります。 

藤原優子さんにおかれましては、平成２１年に人権擁護委員に選任され、現在３期目で

御活躍をいただいているところでございますけれども、主な経歴につきまして若干申し上

げます。 

藤原優子さんは、昭和３０年８月２１日生まれで、昭和４９年に中標津高等学校卒業後、

釧根パイロットファーム中春別農業協同組合を経て、北海道生乳検査協会に勤務、平成  

２８年に退職され現在に至っております。 

この間、別海町町政モニター、別海町行財政改革町民会議委員、中春別中学校評議員、

中春別町内会女性部部長等々を歴任されております。 

地域住民からの信頼も大変厚く、人格・識見共にすぐれた方でありますので、引き続き

人権擁護委員の候補者として、法務大臣に対し推薦いたしたく思っておりますので、よろ

しくお願いを申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（ ） 諮問第１号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行いま

す。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３５ 同意第３号 

○議長（ ） 日程第３５ 同意第３号根室町村等公平委員会委員の選任につい

てを議題といたします。 

 内容について説明を求めます。 

町長。 

○町長（曽根興三君） 同意第３号根室町村等公平委員会委員の選任について御説明を申

し上げます。 

議案書の８２ページをお開きください。 

本件につきましては、根室町村等公平委員会委員の選任について、地方公務員法第９条

の２第２項の規定により議会の同意を求めるものでございます。 

根室町村等公平委員会につきましては、根室振興局管内の４町が、共同で公平委員会を

設置しておりまして、現在、本町の下川原洋氏、羅臼町の寺澤哲也氏、標津町の渡辺好之

氏の３名の方が委員に選任されております。 

委員の選任につきましては、関係町長等が協議をしまして、候補者を定めているところ

としております。 

このたび、羅臼町の寺澤哲也氏が、本年３月３１日をもちまして任期満了となることか

ら、引き続き寺澤氏を根室町村等公平委員会委員として選任をいたしたく議会の同意を求

めるものでございます。 

なお、任期につきましては、平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までの４年

間でございます。 

寺澤氏は、目梨郡羅臼町船見町１９番地６にお住まいで、昭和２８年１１月２７日生ま
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れの６４歳でございます。 

主な経歴を申し上げますと、昭和４７年３月に北海道小樽水産高等学校卒業後、同年４

月に羅臼町役場に奉職され、水産課水産振興係長、羅臼町国保病院事務課長、議会事務局

長などを歴任され、平成２６年３月に定年退職をされております。 

同年４月から、公平委員会委員に選任をされております。 

寺澤氏につきましては、人格・識見共にすぐれた方でありますし、御審議の上、ぜひ御

同意を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（ ） 同意第３号の内容説明が終わりましたので、本件の質疑を行いま

す。 

質疑に入ります。 

（「なし」の声あり） 

○議長（ ） 質疑を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎日程第３６ 報告第３号から日程第３７ 報告第４号 

○議長（ ） 日程第３６ 報告第３号専決処分の報告について（（Ｈ２８繰）東

富岡地区農道改良工事）、日程第３７ 報告第４号専決処分の報告について（町道中西別上

風連線中之川橋外４橋梁補修工事）の２件については、いずれも工事請負契約の一部変更

に伴う専決処分の報告ですので一括議題といたします。 

 内容について順次説明を求めます。 

 なお、本件は報告のみであります。 

財政課長。 

○財政課長（寺尾真太郎君） 報告第３号及び第４号の２件について一括して御説明させ

ていただきます。 

議案の８３ページからとなります。 

報告第３号から第４号の専決処分の報告につきましては、いずれも、地方自治法第   

１８０条第１項の規定に基づき議会の議決により指定されました工事請負契約に変更の必

要性が生じ、専決処分を行いましたので、同条第２項の規定により報告をするものです。 

各報告につきましては、専決処分書を朗読し、順次説明させていただきます。 

最初に、報告第３号の専決処分書を朗読いたします。 

専決処分書。 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

平成３０年１月２３日、別海町長曽根興三。 

工事請負契約の一部変更について。 

平成２９年９月１５日議案第７２号により議決を経て締結、平成２９年１１月２４日専

決処分した、（Ｈ２８繰）東富岡地区農道改良工事請負契約の一部を次のように変更する。 

契約金額「５,４９８万２,８００円（内消費税及び地方消費税額４０７万２,８００円）」

を「５,５６９万５,６００円（内消費税及び地方消費税額４１２万５,６００円）」に改める。 

変更の内容につきましては、排水構造物の工事や産業廃棄物の処理など、概数の確定に

より７１万２,８００円の増額となったものです。 

次に、報告第４号、議案８４ページになります。 

報告第４号の専決処分書を朗読いたします。 
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専決処分書。 

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

平成３０年２月１６日、別海町長曽根興三。 

工事請負契約の一部変更について。 

平成２９年９月１５日議案第７３号により議決を経て締結した、町道中西別上風連線中

之川橋外４橋梁補修工事請負契約の一部を次のように変更する。 

契約金額「５,４２１万６,０００円（内消費税及び地方消費税額４０１万６,０００円）」

を「５,４１６万２,０００円（内消費税及び地方消費税額４０１万２,０００円）」に改める。 

変更の内容につきましては、各橋梁における断面補修工事や産業廃棄物の処理など、概

数の確定によりまして５万４,０００円の減額となったものです。 

以上で報告第３号及び第４号の内容説明を終わります。 

────────────────────────────────── 

◎散会宣言 

○議長（ ） 以上で本日の日程は、全部終了いたしました。 

本日は、これで散会いたします。 

なお、１２日月曜日は、午前１０時から一般質問を行います。 

皆さん大変御苦労さまでございました。 

散会 午後 ２時３４分 

 


